
青森県歯と口の健康づくり八〇二〇健康社会推進条例

（発議第１号・原案可決）

（目的）

第一条 この条例は、歯と口の健康が糖尿病等の生活習慣病の対策をはじ

めとする県民の健康づくりに果たす役割の重要性に鑑み、歯科口腔保健

の推進に関する法律（平成二十三年法律第九十五号。以下「法」という。）

の趣旨を踏まえ、歯と口の健康づくり（歯の機能の回復によるものを含

む。以下同じ。）に関し基本理念を定め、県等の責務を明らかにすると

ともに、県民の歯と口の健康づくりの推進に関する施策の基本となる事

項を定めることにより、歯と口の健康づくりの推進に関する施策を総合

的かつ計画的に推進し、もって八〇二〇健康社会（八十歳になっても二

十本以上自分の歯を保つことで、県民が 生涯にわたり自分の力で物を

食べ、楽しく会話ができ、健康で質の高い生活を送ることのできる社会

をいう。以下同じ。）及び健康長寿の延伸による長寿の実現に寄与する

ことを目的とする。

（基本理念）

第二条 歯と口の健康づくりの推進に関する施策は、次に掲げる事項を基

本として行わなければならない。

一 八〇二〇健康社会の実現に向け、歯と口の健康づくりを推進するこ

と。

二 県民が八〇二〇健康社会の重要性を深く理解し、生涯にわたって、

むし歯、歯周病、口腔がんその他の歯科疾患の予防及び歯と口の機能

の保持増進に向けた取組を行うとともに、積極的かつ定期的に歯科に

係る検診（健康診査及び健康診断を含む。以下「歯科検診」という。）

を受け、歯科疾患を早期に発見し、早期に治療を受けることを促進す

ること。

三 乳幼児期（出生から六歳までの期間をいう。以下同じ。）から高齢期

（六十五歳以上の期間をいう。以下同じ。）までのそれぞれのライフス

テージにおける歯と口の機能の状態及び歯科疾患の特性に応じて、歯と

口の健康づくりに関する保健サービス及び歯科医療を受けることのでき

る環境が整備され、適切かつ効果的に歯と口の健康づくりを推進するこ



と。

（県の責務）

第三条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にの

っとり、国との連携を図りつつ、本県の実情に応じた歯と口の健康づく

りの推進に関する総合的な施策を策定し、計画的に実施するものとする。

（県民の責務）

第四条 県民は、基本理念にのっとり、歯と口の健康づくりに関する正し

い知識及び理解を深めるとともに、生涯にわたって自ら歯と口の健康づ

くりに取り組むよう努めるとともに、県、市町村、関係団体等が実施す

る歯と口の健康づくりの推進に係る施策を積極的に活用し、歯科検診及

び歯科保健指導を定期的に受けるよう努めるものとする。

（歯科医師等の責務）

第五条 歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士その他の歯科医療又は保健指

導に係る業務（以下「歯科医療等業務」という。）に従事する者（以下

「歯科医療等業務従事者」という。）は、基本理念にのっとり、歯と口

の健康づくりに資するよう、医師その他歯科医療等業務に関連する業務

に従事する者との緊密な連携を図りつつ、適切にその業務を行うととも

に、県が歯と口の健康づくりに関して講ずる施策に協力するよう努める

ものとする。

２ 歯科医療等業務従事者は、歯と口の健康づくりに関する施策及び歯科

医療等業務を通じて、八○二○運動（「八十歳になっても二十本以上自

分の歯を保とう」という運動をいう。）の普及啓発及び県民の歯と口の

機能の保持増進に努めるとともに、「食」と「会話」という人間の生活

の根幹に関わる「生きる力」を支援し、八○二○健康社会の実現に向け、

歯と口の健康づくりの立場から生活習慣の改善を図ることにより、むし

歯、歯周病、口腔がんその他の歯科疾患予防及び介護予防に努めるもの

とする。

（保健の業務に従事する者等の責務）

第六条 保健、医療（歯科医療を除く。）、社会福祉、労働衛生、教育その

他の歯と口の健康づくりに関連する分野の業務に従事する者及びこれら

の業務を行う団体（以下「保健等業務従事者等」という。）は、基本理

念にのっとり、それぞれの業務において歯と口の健康づくりの推進に努



めるとともに、県が講ずる施策に協力するよう努めるものとする。

（事業者の責務）

第七条 事業者は、基本理念にのっとり、その雇用する従業員について、

職場環境の整備を行うとともに、歯と口の健康づくりに関する保健サー

ビス及び歯科医療を受ける機会を確保する等歯と口の健康づくりの推進

に努めるとともに、県が講ずる施策に協力するよう努めるものとする。

（医療保険者の責務）

第八条 医療保険者（介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第七条第

七項に規定する医療保険者をいう。）は、基本理念にのっとり、県内の

医療保険加入者について、歯と口の健康づくりに関する保健サービス及

び歯科医療を受ける機会を確保する等歯と口の健康づくりの推進に努め

るものとする。

（基本計画）

第九条 知事は、県民の歯と口の健康づくりの推進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するため、歯と口の健康づくりの推進に関する基本計

画（以下「基本計画」という。）を定めるものとする。

２ 基本計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 歯と口の健康づくりの推進に関する基本方針

二 歯と口の健康づくりの推進に関する目標

三 歯と口の健康づくりの推進に関する基本的施策

四 前三号に掲げるもののほか、歯と口の健康づくりの推進に関する施

策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３ 基本計画は、健康増進法（平成十四年法律第百三号）第八条第一項の

規定により定められた青森県健康増進計画（以下「青森県健康増進計画」

という。）との調和が保たれたものでなければならない。

４ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、歯科保健に

関する学識経験を有する者及び保健等業務従事者等の意見を聴くととも

に、県民及び市町村の意見を反映させることができるよう必要な措置を

講ずるものとする。

５ 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。

６ 知事は、歯と口の健康づくりに関する施策の進捗状況、社会状況の変



化等を踏まえ、基本計画を変更するものとする。

７ 第三項から第五項までの規定は、前項の規定により基本計画を変更し

ようとする場合について準用する。

８ 知事は、毎年度、基本計画の実施状況を公表しなければならない。

（基本的施策の推進）

第十条 県は、県民の歯と口の健康づくりを推進するため、次に掲げる基

本的施策を推進するものとする。

一 乳幼児期から高齢期までの、それぞれのライフステージにおける歯

と口の健康づくりに資する情報の収集及び普及啓発その他の歯と口の

健康づくりに関する県民の意識を高めるための活動を促進するために

必要な施策

二 歯と口の健康づくりに関する教育、保健サービス及び歯科医療を円

滑に受ける機会を確保するために必要な施策

三 妊娠・周産期において必要な歯と口の健康づくり及び妊産婦が身近

に安心して歯と口の健康づくりに関する保健サービス及び歯科医療を

受けられるようにするために必要な施策

四 乳幼児期、少年期（七歳から十五歳までの期間をいう。）及び青年

期（十六歳から二十五歳までの期間をいう。以下同じ。）におけるフ

ッ化物応用その他むし歯予防及び歯肉炎予防対策の推進のために必要

な施策

五 青年期、壮年期（二十六歳から四十五歳までの期間をいう。）、中年

期（四十六歳から六十四歳までの期間をいう。）におけるむし歯、歯

周病、口腔がんその他の歯科疾患の予防及び進行の抑制のために必要

な施策並びに高齢期にあっては当該施策及び歯と口の機能の保持増進

のために必要な施策

六 障害者、介護を必要とする者等が歯と口の健康づくりに関する保健

サービス及び歯科医療を受けられるようにするために必要な施策

七 食育及び生活習慣病対策において必要な歯と口の健康づくりのため

に必要な施策

八 乳幼児期から高齢期までのそれぞれのライフステージにおける定期

的な歯科検診の受診の勧奨等のために必要な施策

九 歯科医療等業務従事者の資質向上を図るために必要な施策



十 前各号に掲げるもののほか、歯と口の健康づくりを推進するために

必要な施策

（歯と口の健康実態調査）

第十一条 県は、おおむね五年ごとに、歯と口の健康づくりに関する健康

実態（歯科疾患の罹患状況等を含む。）を明らかにするための調査を行

い、その結果を速やかに公表するものとする。

２ 県は、前項の調査結果を検証し、歯と口の健康づくりに関する施策の

推進並びに基本計画の策定及び見直しに反映させるものとする。

（歯と口の健康づくり月間）

第十二条 県は、歯と口の健康づくりについて、県民の関心と理解を深め

るとともに、歯と口の健康づくりが積極的に行われるよう歯と口の健康

づくり月間を設ける。

２ 歯と口の健康づくり月間は、毎年十一月一日から同月三十日までの期

間とする。

３ 県は、市町村その他歯と口の健康づくり推進に関する取組を行う者と

連携し、歯と口の健康づくり月間の趣旨についての普及及び啓発に努め

るものとする。

（施策の推進における連携）

第十三条 県は、歯と口の健康づくりの推進に関する施策を実施するに当

たり、市町村、歯科医療等業務従事者、保健等業務従事者等、事業者、

医療保険者等との連携を図るものとする。

（財政上の措置）

第十四条 県は、歯と口の健康づくりの推進に関する施策を推進するため、

必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例の施行の際現に定められている青森県健康増進計画中歯と口

の健康づくりに係る部分は、第九条第一項の規定により定められた基本

計画とみなす。



提案理由

歯と口の健康づくりに関し基本理念を定め、県等の責務を明らかにする

とともに県民の歯と口の健康づくりの推進に関する施策の基本となる事項

を定めるため提案するものである。



Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスによる肝硬変・肝がん患者に対する 

医療費助成の拡充等を求める意見書 
 

（発議第２号・原案可決） 

我が国においてウイルス性肝炎、特にＢ型・Ｃ型肝炎のキャリアを含む患者が合計

３５０万人以上とされるほど蔓延しているが、その法的責任が国にあることは肝炎対

策基本法などでも明確になっている。 
Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスによる慢性肝疾患の患者に対する医療費助成は、現在、肝

炎治療特別促進事業として実施されているが、対象となる医療が、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウ

イルスの減少を目的とした抗ウイルス療法であるインターフェロン治療とＢ型肝疾

患に対する核酸アナログ製剤治療に限定されているため、医療費助成の対象から外れ

ている慢性肝疾患の患者が相当数に上る。特に、肝硬変・肝がん患者は高額の医療費

を負担せざるを得ないだけでなく、就労不能の方も多く、生活に困難を来している。 
また、現在は肝硬変等による肝疾患も身体障害者福祉法上の障害認定（障害者手帳）

の対象とされているものの、医学上の認定基準が極めて厳しいため、亡くなる直前で

なければ認定されないといった実態が報告されるなど、現在の制度は、肝炎患者に対

する生活支援の実効性を発揮していない。 
他方、特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の制定時

（平成２３年１２月）には、「とりわけ肝硬変及び肝がんの患者に対する医療費助成

を含む支援のあり方について検討を進めること」との附帯決議がなされたが、その後、

国においては、肝硬変・肝がん患者に対する医療費助成を含む生活支援について、何

ら新たな具体的措置を講じていない。 
肝硬変・肝がん患者は、毎日１２０人以上の方が亡くなっており、そのうち大半を

占めると推定されるＢ型・Ｃ型肝炎ウイルスの患者に対する肝炎医療費助成を含む生

活支援の実現は、一刻の猶予もない課題である。 
よって、国においては、次の事項の実現について強く要望する。 

 

記 
 

１ 現在医療費助成の対象となっていないＢ型・Ｃ型肝炎ウイルスによる肝硬変・肝

がんに係る医療費助成制度を創設すること。 

 

２ 身体障害者福祉法上の肝機能障害による障害認定基準を緩和し、患者の実態に応

じた認定制度にすること。 

  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２６年６月３０日 

青 森 県 議 会  
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